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平成 28 年３月 25 日保医発第 0325 第７号 

「ＤＰＣ制度への参加等の手続きについて」（抜粋） 

 

第１ ＤＰＣ対象病院 

１ ＤＰＣ対象病院の基準について 

（略） 

(２) ＤＰＣ対象病院とは、以下の基準を満たす病院とする。 

① 急性期入院医療を提供する病院として、診療報酬の算定方法（平成 20 年厚生労働省告

示第 59 号）別表第一医科診療報酬点数表（以下「医科点数表」という。）に掲げるＡ100

一般病棟入院基本料、Ａ104 特定機能病院入院基本料（一般病棟に限る。）又はＡ105 専門

病院入院基本料について、７対１入院基本料又は 10 対１入院基本料に係る届出を行って

いること。また、急性期入院医療を担う病院として、Ａ205 救急医療管理加算の届出を行

っていることが望ましい。 

② 医科点数表に掲げるＡ207 診療録管理体制加算に係る届出を行っていること。なお、診

療録管理体制加算１の届出を行っていることが望ましい。 

③ 厚生労働大臣が指定する病院の病棟における療養に要する費用の額の算定方法（平成

20 年厚生労働省告示第 93 号。以下「算定告示」という。）第５項第三号の規定に基づき

実施される調査（以下「ＤＰＣ調査」という。）に適切に参加し、入院診療及び外来診療

に係るデータを提出すること。 

④ ③の調査において、適切なデータを提出し、かつ、調査期間１月あたりの（データ／病

床）比が 0.875 以上であること。 

ア データ数 

調査期間中において、診断群分類点数表による算定の対象となる病床に入院していた患

者に係る提出データ数（診断群分類点数表による算定の対象外となる患者（厚生労働大臣

が指定する病院の病棟における療養に要する費用の額の算定方法第一項第五号の規定に

基づき厚生労働大臣が別に定める者（平成 24 年厚生労働省告示第 140 号）に定める患者

を除く。）に係るデータ等は除外する。）とする。 

イ 病床数 

当該病院における病床のうち、以下に掲げるものに係る届出を行っている病床の病床数

を合算したものとする。 

A100 一般病棟入院基本料 

A104 特定機能病院入院基本料（一般病棟に限る。） 

A105 専門病院入院基本料 

A300 救命救急入院料 

A301 特定集中治療室管理料 

A301-2 ハイケアユニット入院医療管理料 
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A301-3 脳卒中ケアユニット入院医療管理料 

A301-4 小児特定集中治療室管理料 

A302 新生児特定集中治療室管理料 

A303 総合周産期特定集中治療室管理料 

A303-2 新生児治療回復室入院医療管理料 

A305 一類感染症患者入院医療管理料 

A307 小児入院医療管理料 

⑤ 適切なコーディングに関する委員会（以下「コーディング委員会」という。）を設置し、

年４回以上（開催月と同月内に２回以上開催した場合、２回目以降の開催は当該基準であ

る４回には含めない。）当該委員会を開催しなければならない。なお、当該委員会は毎月

開催することが望ましい。 

また、ＤＰＣ調査等において、コーディング委員会の開催を確認できなかった場合は、

確認後１月以内にコーディング委員会を開催するとともに地方厚生（支）局へ使用した資

料を提出すること。 

コーディング委員会とは、標準的な診断及び治療方法について院内で周知を徹底し、適

切なコーディング（適切な診断を含めた診断群分類の決定をいう。）を行う体制を確保す

ることを目的として設置するものであって、診療報酬の多寡に関する議論を行う場ではな

いことに留意すること。コーディング委員会の開催に当たっては、コーディングに関する

責任者の他に少なくとも診療部門に所属する医師、薬剤部門に所属する薬剤師及び診療録

情報を管理する部門又は診療報酬の請求事務を統括する部門に所属する診療記録管理者

を構成員とし、実症例を扱う際には当該症例に携わった医師等の参加を求めるものとす

る。 

なお、病院内の他の委員会において、目的及び構成員等がコーディング委員会の要件を

満たしている場合には、当該委員会をコーディング委員会とみなすことができる。ただし、

当該委員会の設置規程等に適切なコーディングに関する事項を明記し、適切なコーディン

グに関するテーマについて、年４回以上、委員会を開催すること。当該委員会はコーディ

ング委員会と同様、毎月開催することが望ましい。 

また、コーディング委員会開催時には、「ＤＰＣ／ＰＤＰＳ傷病名コーディングテキス

ト（厚生労働省保険局医療課）」を活用することが望ましい。 

（略） 

４ ＤＰＣ制度からの退出について 

(１) ＤＰＣ制度からの退出日と診療報酬の取扱い 

（略） 

(２) 退出の手続き 

① 通常の場合 

ＤＰＣ制度から退出する意向がある病院（特定機能病院を除く。）は、直近に予定して
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いる診療報酬改定の６か月前までに、別紙６「ＤＰＣ制度からの退出に係る届出書」を

地方厚生（支）局医療課長を経由して厚生労働省保険局医療課長に提出することとし、

当該届出を行った病院は、当該診療報酬改定の時期に合わせてＤＰＣ制度から退出する

ものとする（診療報酬改定の前々月初日以降新たに入院する患者から医科点数表により

算定を行うものとする。）。 

なお、当該届出の内容は、厚生労働省保険局医療課より中央社会保険医療協議会に報

告を行うものとする。 

② ＤＰＣ対象病院の基準を満たさなくなった場合 

ア １の（２）の①又は②の基準を満たさなくなった場合 

該当する病院（特定機能病院を除く。）は、別紙７「ＤＰＣ対象病院の基準に係る届

出書」を地方厚生（支）局医療課長を経由して厚生労働省保険局医療課長に提出する

こととし、基準を満たさなくなった日から起算して３か月を経過した日を期限として

猶予期間を設けるが、当該期限までに基準を満たせなかった場合は、期限が到来した

日から３か月を経過した日の属する月の翌月の初日にＤＰＣ制度から退出するものと

する（期限が到来した日の属する月の翌月初日以降新たに入院する患者から医科点数

表により算定を行うものとする。）。この場合、当該病院は速やかに別紙６「ＤＰＣ制

度からの退出に係る届出書」を地方厚生（支）局医療課長を経由して厚生労働省保険

局医療課長に提出すること。 

イ １（２）③又は⑤の基準を満たさなくなった場合 

ＤＰＣ調査に適切に参加していないこと又はコーディング委員会が適切に開催され

ていないことを厚生労働省が確認した場合は、該当する病院（特定機能病院を除く。）

が基準を満たしているかを中央社会保険医療協議会において審査及び決定することと

し、基準を満たしていないと決定された場合は、決定された月の４か月後の初日にＤ

ＰＣ制度から退出するものとする（決定された月の翌々月初日以降新たに入院する患

者から医科点数表による算定を行うものとする。）。この場合、当該病院は速やかに、

別紙６「ＤＰＣ制度からの退出に係る届出書」を地方厚生（支）局医療課長を経由し

て厚生労働省保険局医療課長に提出すること。 

なお、審査後の決定内容は当該病院に通知するものとし、通知した決定に不服があ

る病院は、１回に限り別紙９に定める「不服意見書」を厚生労働省保険局医療課長に

提出することができるものとする。この場合、提出された不服意見書を踏まえ、中央

社会保険医療協議会において再度審査及び決定するものとする。 

ウ １の（２）の④の基準を満たさなくなった場合 

厚生労働省保険局医療課において各年 10 月から翌年９月までのデータにより判定

し、基準を満たしていない病院に対して結果を通知するものとする。当該基準を満た

していない病院（特定機能病院を除く。）は、判定後の直近の４月１日にＤＰＣ制度か

ら退出するものとする（判定後の直近の２月１日以降新たに入院する患者から医科点
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数表により算定を行うものとする。）。この場合、当該病院は速やかに、別紙６「ＤＰ

Ｃ制度からの退出に係る届出書」を地方厚生（支）局医療課長を経由して厚生労働省

保険局医療課長に提出すること。 

③ 特別の理由により緊急に退出する必要がある場合 

特別の理由により、①、②の手続きによらず緊急にＤＰＣ制度から退出する必要が

ある病院（特定機能病院は除く。）は、別紙８「ＤＰＣ制度からの退出に係る届出書（特

別の理由がある場合）」を地方厚生（支）局医療課長を経由して厚生労働省保険局医療

課長に提出すること。 

当該届出が行われた場合は、退出の可否について厚生労働省保険局医療課にて審査

及び決定することとし、必要に応じて中央社会保険医療協議会において審査及び決定

することとする。退出が認められた場合には、認められた月の４か月後の初日にＤＰ

Ｃ制度から退出するものとする（退出が認められた月の翌々月初日以降新たに入院す

る患者から医科点数表による算定を行うものとする。）。 

なお、審査後の決定内容は当該病院に通知するものとし、通知した決定に不服があ

る病院は、１回に限り別紙９に定める「不服意見書」を厚生労働省保険局医療課長に

提出することができるものとする。この場合、提出された不服意見書を踏まえ、中央

社会保険医療協議会において再度審査を行い、退出の可否を決定するものとする。 

また、当該審査の内容については必要に応じ、厚生労働省保険局医療課より中央社

会保険医療協議会に報告を行うものとする。 

 (特別な理由の例) 

○ 医師の予期せぬ退職等により、急性期入院医療を提供することが困難となった

場合 

○ 当該病院の地域での役割が変化し、慢性期医療を提供する病院となった場合 

○ ＤＰＣ調査に適切に参加できなくなった場合 

④ 保険医療機関を廃止する場合 

保険医療機関を廃止することにより、ＤＰＣ制度から退出する場合は、保険医療機

関廃止届等と併せて、別紙 10「保険医療機関廃止に伴うＤＰＣ制度からの退出届」を

地方厚生（支）局医療課長を経由して厚生労働省保険局医療課長に提出すること。 

 

（略） 

 

 


